
６.デジタル改革のイメージ
（分野別・詳細）



デジタル改革のイメージ（災害対応）
（まとめる・組み合わせる/改革４）

平時からインフラ点検などで活用しているドローンや現場のデータを活用することで、発災直後
から被害状況や通行可能な道路などをデジタル地図上でリアルタイムに把握可能となる。

関係機関は同じ地図を見ながら状況を共有し、救助や支援が必要な場所を迅速に把握
して行動できるようになる。

また、県民は自分のいる場所に応じた必要な情報をスマートフォンなどで速やかに確認し、
情報を探し回ることなく適切な避難行動をとれるようになる。

令和6年能登半島地震では、道路の寸断等により被害の全体像を迅速に把握することが
難しく、関係機関の情報共有にも時間を要したため、救助活動や避難、物資輸送に影響が
生じた。また、県民にとっても、通行可能な道路など必要な情報をすぐに確認できず、不安
を抱えながら行動しなければならない場面があった。

県では実動機関との連携強化や災害対策本部機能の強化等に取り組んでいるが、今後の
大規模災害に備え、発災直後から被害状況を把握し、関係機関が情報を共有しながら
迅速に救助・救援活動を行える仕組みが求められている。
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目指す姿目指す姿

これまでこれまで



デジタル改革のイメージ（被災者支援）
（まとめる・組み合わせる/改革２・４）

被災者情報を管理するシステムを一本化するとともに、被災者ごとの共通IDを活用して
情報連携を図ることで、被災者の居所や支援状況を関係機関で共有し、一人ひとりの
状況に応じた支援をより迅速かつ切れ目なく提供できるようになる。

県民一人ひとりの日常的な診療情報が、災害時にも速やかに関係者間で共有されるなど、
被災者情報が救助から避難所生活、応急仮設住宅、自宅再建まで一貫してつながり、
被災者は生活の場が変わっても何度も手続きを繰り返すことなく、必要な支援を必要
なときに受けられ、安心して暮らしの再建に取り組めるようになる。

令和6年能登半島地震では、被災者が避難所、応急仮設住宅、自宅再建へと生活再建
を進める過程において、県と市町等が被災者の状況を把握するため、被災者支援に関する
様々なシステムを必要に応じて導入し、それぞれ情報管理を行ってきた。

災害の頻発化や自治体の人手不足が進む中、被災者情報が複数のシステムに分散して
管理されていることから、関係機関が被災者の状況を一元的に把握し、状況に応じた支援
をより迅速かつ切れ目なく届ける仕組みが課題となっている。
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目指す姿目指す姿

これまでこれまで



デジタル改革のイメージ（交通・移動、インフラ）

交
通
・
移
動

（まとめる・組み合わせる/改革４）

公共交通の利用状況や人流データを活用し、複数の交通手段を連携するサービス（MaaS等）
やオンデマンド交通等の取組を促進することで、目的地や利用状況に応じた移動手段が選び
やすくなり、誰もが行きたい場所へ移動しやすくなる。

通院や買い物、観光などで、個人が時刻表や運行情報をそれぞれ調べながら移動しており、
交通手段が限られる地域では、行きたい場所へ移動しづらい場合がある。

（組み合わせる・やってみる/改革１・４）

イ
ン
フ
ラ
維
持
管
理

ドローンやセンサ、車載カメラ等により取得した画像や映像をAIが解析することで、インフラの
異常や劣化兆候を早期に把握できるようになる。
また、施設台帳や点検結果、補修履歴等を統合した地図情報を活用することで、補修が
必要な箇所や優先順位を効率的に把握し、計画的な維持管理が行われるようになる。

道路や橋梁、トンネル、堰堤等の社会インフラの老朽化が進む中、職員や事業者が現地で
パトロールや点検を行っているが、広域に点在する施設の状況把握や補修箇所の優先順位
付けには多くの時間と人手を要している。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿

これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（医療、福祉）

医
療

福
祉

（組み合わせる/改革１）

（組み合わせる・やってみる/改革１・５）

介護ロボットやICT等の介護テクノロジーの導入を通じて、現場における業務負担の軽減、労働
環境の改善、人材確保及び業務効率化を図り、生産性向上と提供サービスの向上を推進する
ことができる。

高齢者や障害のある方などへの支援においては、サービス需要が高まる一方で、介護人材の
減少が見込まれており、将来にわたるサービスの維持・向上に向け、ケアの充実のため生産性
向上の取組を推進する必要がある。

電子カルテや検査・投薬などの診療情報が医療機関ごとに管理されているため、普段と異なる
医療機関で受診した際、過去に受けた検査を再度実施したり、服用中の薬と重複する薬が
処方されたりすることがある。また、災害時など緊急時には、持病やアレルギーなど治療に必要
な情報が医療を提供する側に伝わらないなどの課題がある。

全国の医療機関における電子カルテの診療情報を、他の医療機関や薬局でも確認できるよう
になる。これにより、検査や投薬の重複を防ぐとともに、災害時などの緊急時における適切な
医療へつなげられるようになる。さらに、自分の健康・医療に関する情報（PHR:Personal
Health Record）を携帯端末等で自ら確認できる環境が整備され、健康管理の促進や
疾病の予防、早期受診につなげることができるようになる。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿

これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（子ども・子育て）
（まとめる・組み合わせる/改革２）
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AIを含めた業務支援システムを活用することで、電話相談の記録作成等が自動化・効率化
され、過去の相談記録や対応経過等の参照や、職員間での迅速な情報共有が可能となる。
これにより、子どもや家庭とより一層向き合う時間を確保しやすくなり、相談内容や家庭の
状況などを踏まえた、きめ細かな対応が可能となる。

近年、対応件数の増加や相談内容が複雑化する中、適切な対応を考えて実行する難しさ
が増している。職員の身体的・精神的負担も高まっており、特に若手職員の確保・定着への
影響も懸念される。

これまでこれまで

目指す姿目指す姿

子どもの年齢や家庭の状況に応じて、利用できる制度や相談先などの情報がデジタルで適切な
タイミングに届き、そのまま手続も行えることで、必要な支援を受けながら、安心して子育てが
できるようになる。

出産や子どもの成⾧に応じて必要な制度や支援が変わる中、情報や手続が分散しており、必要
な支援を把握しづらい。

これまでこれまで

目指す姿目指す姿

子育て支援情報

児童相談所におかる相談支援



デジタル改革のイメージ（教育）
（まとめる・組み合わせる/改革３）

AIドリルや学習支援ソフトの活用により、
理解度や学習履歴に応じた課題や教材が
提供されるなど一人ひとりに適した学びが
実現される。

また、クラウドツールによるリアルタイムでの
意見共有や共同編集により、学校や地域を
超えた交流学習が広がり、多様な考え方に
触れながら学びを深められるようになる。

教員による一斉指導のもと、児童生徒は
同じ教材を同じペースで学習しており、知識
の習得を重視した学習や教室内での活動が
中心となっている。

このため、一人ひとりの理解度や興味・関心
に応じた学習を進めることが難しい場合が
あるほか、学校や地域を超えて学び合う
機会が限られている。

学習データの可視化により、児童生徒一人ひとり
の得意なことや苦手なことを早期に把握できる。

また、学習過程を継続的に評価し適切なフィード
バックを行いながら、データに基づく個別の指導や
支援が行われるようになる。
教員は学びを支える伴走者として児童生徒の主
体的な学びを支援するようになる。

学習状況の把握はテストや提出物が中心であり、
児童生徒一人ひとりの学習過程を把握できる
情報が限定的である。

また、教員の経験を中心とした指導や、学級や
学校全体を対象とした一律の支援が中心と
なっており、個々の状況に応じた支援の充実が
求められている。

※令和元年からのＧＩＧＡスクール構想のもと、一部取組は実現されつつある 32

学び

これまでこれまで

学習指導・支援

これまでこれまで

目指す姿目指す姿 目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（生活環境）

脱
炭
素

（やってみる/改革１）

個人の脱炭素行動に係る温室効果ガス削減効果を特設サイトを活用して見える化し、個人
の脱炭素への意識を高めることで、カーボンニュートラルに向けた継続的な省エネの取組が
定着している。

本県のCO2排出量のウェイトが高い家庭部門に対し、重点的にカーボンニュートラル化に向けた
取組を進めているが、とりわけ、個人の継続的な省エネの取り組みにつなげることが難しい。

犯
罪
被
害
防
止

（まとめる・組み合わせる/改革４）

県警の犯罪被害状況を県の地理空間情報システム（GIS）に連携し、関連する統計
情報をオープンデータカタログで公開するなど、防犯に関する情報を一元化することで、
県民が地域の防犯情報を分かりやすく把握できるようになっている。
また、詐欺被害につながる情報をよく閲覧している層へSNS等を通じて防犯情報を届ける
ことで、犯罪被害の未然防止につながっている。

犯罪被害を未然に防止するため、県や県警で個別で公表している犯罪に関する情報を分かり
やすく集約し、県民に提供する必要がある。また、インターネットを介して投資詐欺などの犯罪
被害が増えている中、投資情報など詐欺被害につながる情報を閲覧する層へ効果的に啓発
する必要がある。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿

これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（生活環境）

里
山
里
海
・
生
物
多
様
性

（やってみる/改革１）

県民参加型のスマートフォンを活用したデジタル技術を導入し、希少種や外来種等の発見情報を県民に登録してもらうことで、里山
里海や生き物の生息環境の変化を効率的に把握できるようになる。
また、クマなどの野生鳥獣の捕獲活動にICTやAIを活用することで、鳥獣害対策に取り組む職員や捕獲者の負担軽減が図られている。

里山里海の保全活動や生物調査等を行いながら、自然と人が共生できる社会づくりに取り組んでいるが、環境の変化の継続的かつ
広域的な把握や、深刻化する獣害への対応に当たる職員・捕獲者等の負担が増加している。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（一次産業）
（やってみる/改革１）

ドローン、センサー、自動操舵トラクター、ロボットコンバイン等の活用により、圃場の測量・見回りから播種、施肥、防除、収穫までの
作業の効率化・省力化が図られるとともに、生育状況や気象・土壌等のデータに基づく適切な栽培管理により、安定生産や品質
向上が図られている。

また、営農管理システムによる作業・収量・在庫情報の一元管理や、需要予測を活用した生産・出荷計画の最適化により、生産者・
流通事業者双方の情報共有や管理負担の軽減が図られるとともに、在庫状況や消費者需要に応じた効率的な出荷・輸送が実現
し、ロスの削減や販売機会の創出につながっている。

農業従事者が減少する中、機械作業や栽培管理は依然として農業者の経験に基づく判断に依存しているほか、販売管理も紙や
電話などのアナログ手法で行われているため、情報共有に手間がかかり、農産物の需給ミスマッチや輸送力のロスが発生している。

農
業

35

これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（一次産業）

林
業

（やってみる/改革１）

衛星通信の活用による林内高速通信網が確保され、遠隔操作や自動運転が可能なハー
ベスタやフォワーダ等の林業機械の導入により、伐採から集材・搬出までの作業の効率化・
省力化が図られるとともに、危険箇所での伐採作業の作業負担が軽減されることで、多様
な人材が安心して活躍できる林業現場が実現している。

また、森林所有者や境界などの森林情報が、航空レーザ測量やドローンなどのリモートセンシ
ング技術により取得・整備され、その情報を関係者が地理空間情報システム（GIS）上で
共有することで現地調査や現地立会の省略が進み、森林の適切な管理や施業が効率化
されている。

山村の過疎化や林業従事者の高齢化が進む中、急傾斜地において人力での伐採が必要で
あるなど厳しい現場環境である林業の担い手不足が深刻化している。

加えて、林業現場はインターネットに接続できない環境であることが多く、デジタル技術の活用
が十分進んでいない状況にある。

また、森林所有者や境界が不明瞭な森林が多いため、現地調査や現地立会を通じてそれら
の確認に多くの時間と労力を要している。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（一次産業）

水
産
業

（やってみる/改革１）

漁業従事者が、海洋観測ブイや人工衛星等から取得する海況データと、電子操業日誌や水揚げ情報として蓄積される操業データを
活用し、海水温や海流の変化等に対応した操業判断や生産管理がができるようになることで、操業の効率化や安定供給につながる。

また、水揚げデータや市場動向を活用して市場ニーズに応じた出荷ができるようになるとともに、漁獲から流通までの情報をデータ連携
することでトレーサビリティが確保され、水産物の付加価値向上が図られるようになる。

漁業従事者の経験をもとにした操業を行っているため、海水温や海流の変化等を受けやすく、供給が不安定になるとともに操業と
出荷のロスが多い。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（二次産業）

製
造
業

建
設
業

（やってみる/改革１）

高度なものづくり技術をデータ化し製品や生産工程にフィジカルAIを活用することで、熟練
技術の継承や作業の自動化が進み、現場の負担を軽減しながら価値の高い製品を効率
よく生産できるようになる。

人手に頼って生産を行っているが、人材不足が深刻化する中、今後も同じ生産体制を続けて
いくことは難しい。

（まとめる・やってみる/改革１）

建設業では担い手不足や高齢化が進む中、重機操作や施工管理に多くの人手を要しており、
危険な場所での作業や身体的な負担も大きい。

レーザースキャナーやドローンなどの３次元測量による現場状況の把握や、無人運転機械の
導入により、1人で複数の重機を操作できる遠隔操作や、重機が自動で作業を行う自動
施工による省人化が可能となる。また、作業員が現場に立ち入らず作業ができるため、より
安全に施工できるようになる。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿

これまでこれまで

目指す姿目指す姿



デジタル改革のイメージ（三次産業/観光産業）
（組み合わせる・やってみる/改革１）

観光地の混雑状況や人流、観光需要を把握・分析し、旅行者に最適な観光案内や周遊提案
を行うことで、継続的な来訪や観光需要の分散等につなげられるようになる。

多様化した旅行者ニーズをきめ細かくかつタイムリーに把握し、県全体の魅力や周遊ルート等を
発信していく必要がある。

自動チェックイン機、清掃ロボット、多言語の翻訳・通訳機、AIなどのデジタル技術の導入と、
それらを活用する人材の育成により生産性向上が進むとともに、人にしか提供できない温かな
「おもてなし」などのサービスを両立させることにより、観光客から選ばれ続ける、持続可能な
観光地づくりが実現される。

観光産業における人手不足の深刻化や、インバウンドの増加など様々な事業環境の変化への
対応のため、デジタル技術をさらに活用して生産性を向上させていくとともに、画一化されること
なく、本県ならではの魅力の維持にも努めていく必要がある。
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これまでこれまで

目指す姿目指す姿

データ活用による誘客と周遊促進

これまでこれまで

目指す姿目指す姿

観光事業者の生産性向上とおもてなしの両立



デジタル改革のイメージ（働く）
（組み合わせる・やってみる/改革１）

AIによる定型的業務の省力化によって、人にしかできない付加価値の高い仕事に注力できると
ともに、デジタルアーカイブなどのデジタル技術を活用することで、熟練者のノウハウや技能が
次世代へ承継されている。

人口減少に伴う構造的な人手不足や熟練者の退職によるノウハウや技能の喪失により、技術
継承が困難となっているほか、一人当たりの業務負担が大きくなり、⾧時間労働が発生している。

生成AIやデジタルツールの活用が広がり、業務の効率化や生産性向上が進むことで、マルチワークや
テレワークが容易になり、時間や場所にとらわれない働き方やキャリアの形成・継続が可能になって
いる。

育児や介護といったライフステージの変化や、勤務地・居住地の条件により、希望する働き方や
キャリアの形成・継続を諦める、または過度な負担を強いられている。
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省力化・技術継承

多様な働き方
これまでこれまで
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情
報
発
信

デジタル改革のイメージ（行政）
（まとめる/改革２）

行政情報はSNSなどを通じて発信されているものの、同じ情報を広く届けることが中心となって
おり、一人ひとりに必要な情報が必要なタイミングで伝わりにくい状況となっている。

また、利用者が自ら情報を探す際にも、目的の情報や手続きにたどり着くまでに時間や手間が
かかっており、防災、くらし、教育・子育て、医療・福祉、しごと、観光など、さまざまな場面で
必要な情報が十分に活用されていない場合がある。

利用者の状況や関心ごとに応じた情報の分類（セグメント）の見直しと、自分に必要な情報
を選んで受け取れる機能の利用促進により、一人ひとりに必要な情報が適切なタイミングで
届き、必要な制度や支援を受けやすくなっている。

また、SNSのメニューが分かりやすく整理され、知りたい情報や手続きを簡単に見つけられるよう
になっている。必要な情報を自ら探す場合にも、目的の情報に迷わずたどり着くことができ、防災
情報の確認や講座・イベントの申込み、アンケートへの回答、行政手続きや申請など、情報確認
や必要な手続きがその場で行えるようになっている。
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手
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レ
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デジタル改革のイメージ（行政）
（まとめる・組み合わせる/改革２・改革３）

電子申請や電子収納の仕組みは導入されているものの、手続ごとの対応状況にばらつきがあり、
また、許認可申請等の手続では手数料を証紙で納付する必要があるなど、利用者には時間的・
地理的制約が生じている。

一方で、本人確認や現物確認など窓口対応が必要な手続も存在することから、手続の特性に
応じてオンライン化と窓口対応を適切に組み合わせるとともに、多様な納付手段への対応を進め、
利便性の高い行政サービスを実現していく必要がある。

県民が時間や場所に捉われることなく行政サービスを利用できるようになり、オンラインで完結
可能な手続は、申請から手数料納付までを一貫して行うことができている。一方、手続の
特性上、本人確認など窓口対応が必要な手続については、来庁者の負担を最小限とした
円滑な手続環境が整備されている。

電子申請と電子収納が全庁的な標準となり、オンライン対応が可能な手続は原則として電子化
される一方、窓口対応が必要な手続については、クレジットカードや電子マネーなど多様な
キャッシュレス決済に対応するとともに、デジタル利用が困難な方にも配慮した納付手段が確保
され、県民が手続きに応じて最適な方法が選択可能となっている。
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デジタル改革のイメージ（行政）
（組み合わせる・やってみる/改革３・改革５）

人口減少や少子高齢化が進む中、限られた人材により多様化・複雑化する行政ニーズへの対応
が求められる一方、日常業務では資料作成や問い合わせ対応、データ整理等に多くの時間を要し
ており、将来を見据えた検討や課題解決に十分な時間を割くことが困難。

また、行政が保有するデータや知見は十分に活用しきれておらず、地域課題や住民ニーズの把握、
施策の検討において、経験や個別の情報収集に依存する場面も少なくない。

文書作成や情報検索、データ分析など、デジタルが得意な業務はAIが支援し、職員は企画立案や
政策形成、住民との対話や課題解決により多くの時間を充てられるようになる。

加えて、業務効率化や省力化にとどまらず、AIが必要な情報の収集・分析から資料作成、施策案
の検討まで一連の業務を一定の条件下で自律的に支援する仕組み（AIエージェント）が活用
されることで、意思決定の高度化も進むようになる。

例えば、人口動態や人流データ、地理空間情報（GIS）などをAIが分析し、地域ごとの将来的な
変化や課題を可視化することで、職員はその結果を踏まえながら施策の検討や意思決定を行える
ようになる。

AI
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